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〔判例批評〕
地方自治法施行令による地方議会議員
解職請求代表者資格制限の違法性
一ー東洋町議リコール署名最高裁大法廷判決1)_
村 田尚紀
1 事実の概要
〔1〕 xら5名と訴外Bは，1998年3月14日，地方自治法（以下，「地自法」） 80条 1項
に基づき，請求代表者として，東洋町選挙管理委員会に対し， A議員の解職請求（以下，
「本件解職請求」）を行った。 Xは，本件請求当時，農業委員会委員であった。 3月17
日， Xら5名と訴外Bは，東洋町選管から本件解職請求の代表者であることの証明書の
交付を受けた。 4月14日， Xらは，本件解職請求にかかる1124名分の署名簿（以下，
「本件署名簿」）を東洋町選管に提出し，同17Hにこれを受理された。
5月2日，東洋町選管は，本件署名簿の効力について， 1124名すべてを無効とする旨
の決定をした。これに対して，同 81:1, Xらは巽誡申立を行ったが，同20日，東洋町選
管は，農業委員会委員が解職請求代表者となっている本件署名簿の署名は成規の手続に
よらない署名であるとして異議申立を棄却（以下，「本件異誠決定」）した。そこで， X
らは，本件異議決定の取消を求めて提訴した。
〔2〕 地方談会の解散投票および地方議会談員の解職投票については．地自法85条 1項
により．政令で特別の定めをする場合を除き，公選法中の普通地方公共団体の選挙に関
する規定（以下，「選挙関係規定」）を準用することとされている。これを受けて，地方
1) 最大判 2009(平21)・11・18民集63巻9号2033頁，評釈として，中北龍太郎 「東
洋町解職請求署名訴訟：判例変更によって政令の違法性を確認（最大判 2009・
11・18)」法学セミナー663号34頁，安本典夫「連署による解職請求手続の請求代表
者たる地位を公務員に否定した地方自治法施行令の効力：東洋町議会議員解職請求
事件〈判例研究〉」名城法学59巻 3=4号27頁，同「行政立法の適法性に関する司法
審査—大法廷判決を機に」ジュリスト 1396号46頁。
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自治法施行令（以下，「地自令」） 108条は，地方議会の解散投票に選挙関係規定を準用
する場合の読替え表を掲げ，みなし規定を置いている。また，地自令109条は，選挙関
係規定のうち，地方議会の解散投票に準用しないものを列挙している。これらの地自令
108条および109条は．同113条によって，地方議会議員の解職投票に準用することとさ
れている。地自令115条は，地方議会議員の解職投票に選挙関係規定を準用する場合の
読替え表を掲げるとともに，地自令113条の規定にもかかわらず準用しない条文を挙げ
ている。この地自令115条の読替え表によると，公務員の立候補制限に関する公選法89
条 1項の「公職の候補者」は，「普通地方公共団体の議会の議員の解職請求代表者」と
読み替えられることになり，さらに地自令109条および113条によって，公選法89条 1項
ただし書は，同項2号に関する部分を除いて，地方議会議員の解職投票には準用されな
いこととされているため，公務員は，原則として解職請求代表者になれないことになる。
Xが地方議会議員の解職請求代表者になれない農業委員であったことをもって，東洋町
選管は，本件署名簿の署名を成規の手続によらない署名とし，本件異議決定を行ったも
のである。
〔3〕 Xらは， 一審において，，地自法85条 1項が解職投票に選挙関係規定を準用する
旨の規定をしているにもかかわらず，地自令115条が公選法89条 1 項の準用• 読替えに
より公務員が解職請求代表者になることを制限している点は，法律の委任なく命令に
よって解職請求権を制限するものであって無効であると主張した。また， Xらは，地自
令109条および115条により，公選法89条 1項ただし書（同項 2号に関する部分を除く），
2項.3項の準用が排除されているため，農業委員は地方議会議員の解職請求代表者に
なれないが，公選法89条 1項3号，同施行令90条2項 1号により市町村の議会議貝およ
び長の選挙には在職中も立候補できる，という矛盾が生じていることを指摘して，地自
令109条および113条の規定が地自法85条による委任の範囲を逸脱し，法律の委任なく解
職請求権を制限するものとして，違法・無効であると主張した2)0 
〔4〕 一審高知地裁判決3)は．以上のXらの主張について．地自法85条 1項および地
2) Xらは，そのほかに，仮に地自令115条の読替えが無効でないとしてもそれは
解職投票手続段階においてのみ妥当するものと解すべきとして，同条に基づいて本
件署名薄の署名の効力を無効とした決定と本件異議決定は違法であると主張してい
るが，これについて本稿では触れない。
3) 高知地判 2008(平20)・12・5判例地方自治327号24頁。
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自令108条・ 109条・ 113条・ 115条を挙げて「地方自治法施行令の各規定を前提にすると，
公務員は地方議会議員の解職請求代表者になることができないことになる」とし，その
趣旨を概ね次のように説示した。まず解職請求手続は，「一度は選挙による民意に基づ
いて選出された地方議会議員について，解職投票結果に反映された住民の意思に基づき，
当該議員の身分を喪失させるものであるから，その手続が適正でなければならないこと
は論を待たない」。その解職投票は，解職請求が有効に行われたことを前提として行わ
れるから，「解職請求と解職投票は -・連の手続の中で密接に関連するもの」で，適正手
続の要請は「請求」と 「投票」の両方の段階に等しく及ぶ。「このような観点から，地
方自治法85条 1項は，解職投票手続のみならず，解職請求手続についてもその適正を図
るため公職選挙法の関係規定の準用を認めた規定であると解するのが相当である」。
とくにここで問題となる手続の適正とは， 一審判決によれば，次のような意味である。
「公職選挙法89条1項は，公務員がその地位を利用することによる選挙運動等の不平等
を排除して選挙の公正を確保するとともに，公務員の職務遂行の中立性の観点から， 一
定の公務員について一律に立候補制限を定めた規定であるところ，解職請求代表者につ
いても，公務員たる地位を利用して署名を収集することになれば，解職請求手続の適正
が損なわれてしまうのであって，地方自治法施行令はかかる弊害を防止するために，公
職選挙法の準用除外規定，読替規定をおいて，公務貝が解職請求代表者となれないこと
を定めたものと解される」，「したがって，解職請求手続について，公職選挙法の規定を
準用する旨の地方自治法施行令の各規定は，地方自治法85条 1項の委任の範囲を逸脱し
たものとは解されず，適法かつ有効な規定であるというべきである」。
公選法の準用は解職投票手続にのみ行われるという Xらの地自法・地自令解釈につい
て， 一審判決は， 「解職請求手続の瑕疵は解職投票にも影響することになるから，手続
適正の要請は，解職投票手続のみならず解職請求手続にも及ぶというべ彦であって，地
方自治法が解職投票手続についてのみ公職選挙法の関係規定の準用を規定したと解釈す
ることはできない」として， Xらの主張を斥けた。また，解職請求代表者と公務員の地
位を調整する規定が地自法上存在しないことについても，そうであるからといって公務
員が解職請求代表者になることが法律上容認されていると解することは相当ではなく，
解職請求代表者と公務員の二者択ーを迫られる点についても，「解職請求手続の適正を
はかる観点からやむをえない」と判断した。
この判決を不服とするXらは，地自法80条4項および74条の 2第8項により，最高裁
に上告した。
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2 半ー 旨
2009年11月18日最高裁大法廷は，原判決を破棄自判した。地自法85条 1項，地自令
108条・ 109条・ 113条・ 115条の解釈に関連する判旨は，概ね次のとおりである。
〔1〕 多数意見
(a) 地自法85条1項の委任の範囲
地自法は， 80条 1項および同 3項に明らかなように，議員の解識請求について，解職
請求と解職投票という 2段階に区別して規定しているところ， 85条 1項は選挙関係規定
を解職投票に準用する旨定めていることから，「その準用がされるのも，請求手続とは
区分された投票手続についてであると解される」。 このような解釈は，単に文理上可能
であるというだけではなく，準用の可否という実質的な観点から妥当であると解される。
すなわち， 「解職の投票手続が，選挙人による公の投票手続であるという点において選
挙手続と同質性を有しており，公選法中の選挙関係規定を準用するのにふさわしい実質
を備えていること」，他方，「請求手続は，選挙権を有する者の側から当該投票手続を開
始させる手続であって，これに相当する制度は公選法中には存在せず，その選挙関係規
定を準用するだけの手続的な類似性ないし同質性があるとはいえないこと」，このよう
な実質的裏付けが地自法の選挙関係規定の準用規定にはあると解される。
多数意見は，以上のような解釈に基づいて，地自法85条 l項の委任の範囲につき，
「地自法85条 1項は，専ら解職の投票に関する規定であり，これに基づき政令で定める
ことができるのもその範囲に限られるものであって，解職の請求についてまで政令で規
定することを許容するものということはできない」と，限定的に解釈した。
(b) 地自令諸規定の違法性
以上を前提に，多数意見は，「地自法85条 1項に基づき公選法89条 1項本文を議員の
解職請求代表者の資格について準用し，公務員について解職請求代表者となることを禁
止している」本件各規定は，「地自法85条 1項に基づく政令の定めとして許される範囲
を超えたものであって，その資格制限が請求手続にまで及ぼされる限りで無効と解する
のが相当である」と判断した。
多数意見は，あくまで地自令の規定中，地自法85条 1項の委任の範囲を超える部分に
ついて違法と判断したまでで，解職請求権の制限そのものの適法性について判断したわ
けではない。この点について，多数意見は，「地自法の定める直接請求に関し請求代表
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者の資格制限を設けるのであれば，住民による利用の便宜や制度の運営の適正を図る見
地からも，制限の及ぶ範囲は，法律の規定に基づき，可能な限り明確に規定されている
ことが望ましい」と述べ，立法府の今後の判断に委ねるにとどまっている。
〔2〕 藤田宙靖補足意見
藤田補足意見は，まず，地自法85条 1項の委任の範囲の解釈としては，多数意見のよ
うな「厳密な文言解釈」も判例や反対意見のような「合目的的解釈」も可能であること
を認める。そのうえで，本件で前者を是とする実質的な理由について，同補足意見は述
べる。
ここでいう合目的的解釈は，地自法85条 1項の「解職の投票」に解職の請求まで含め
る解釈であるが，藤出補足意見は，この解釈が公務員の権利の制限を拡大することにな
る点に着目する。同意見は， 一般論として，「刑事法の分野に属さない公法の分野にお
いて，国民の権利の制限の幅を広げる目的の下に明文規定の拡張解釈をすることが，解
釈作法としておよそ禁じられるものとは必ずしもいえず，より大なる公益目的のために
それもやむを得ないと考えるべき場面が生じ得ないとはいえない」としつつ，本件の場
合，制限される権利の重要性をふまえた利益衡最が必要と判断する。すなわち， 「本件
の権利制限の場合には，このような権利制限の拡張を（解釈上）認めないことが，取り
返しのつかない重大な公益の侵害をもたらす結果につながるとは，必ずしも考えられな
い（例えば，直接請求に際しての公務員の政治的中立性を担保する結果をもたらす現行
法上の規制は，必ずしも本件における規制のみに止まるわけではない）反面，制限され
る権利自体は，国民の参政権の行使に関わる，その性質上重要なものであるということ
ができる」，「そうであるとすれば，権利制限の幅を広げようとする以上，明文の規定に
ついての拡張解釈によ ってではなく，法的根拠と内容とを明確にした新たな立法によっ
て行うのが本来の筋であるというべきことになろう 」。
制限される権利が重要である反面，規制の必然性は明らかでないということからする
と，ここでいう合目的的解釈は違法ということになる。藤田補足意見も，多数意見と同
様解職請求代表者の資格を制限するのであれば，新たな立法が必要であるというので
あるが，同意見の注目される点は，「私自身は，公務貝の政治的行為の制限につき，お
よそあらゆる場面につき一瞬の空白を置くことも無く法令による完全な規制がなされる
のでなければ危機的事態が生じるとは考えていない」と述べて，そのような立法自体の
合理性に疑問を呈しているところにある。
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〔3〕 涌井紀夫補足意見
多数意見の基本的な考え方について誤解を招きかねない点を明らかにするという涌井
補足意見は，本件で問題となった地自令の規定が地自法の委任の範囲を超えるというこ
との意味について，「それは純粋な法理の問題であり，それ以上に，解職請求代表者の
資格について本件各規定が定めるような制限を加えることが立法政策として相当である
か否かといった実体について判断しているものではない」と断り，あらためて法律でど
のように定めるかは，あくまで 「関係する当局の権限と責任において検討されるべきも
のである」と念を押している。藤田補足意見とは対照的に抑制的である。
〔4〕 宮川光治・櫻井龍子補足意見
宮川・櫻井補足意見は，議員の解職請求権を憲法15条 1項の 「公務員の罷免権」を具
現するものとしてとらえ，「住民のこうした権利を実現するための重要な手続について
は，法により疑問の余地なく明確に規定されていなければならない」として，多数意見
の厳密な文言解釈を支持する。あるべき立法については，藤田補足意見ほど明確ではな
いが，「本件の直接請求制度における請求代表者の資格要件については，このような地
方分権の流れを踏まえながら，住民の基本的な権利行使の問題として法的にも明確な整
理を行い，住民自らの決定が滞りなく行われ得る環境を整えることが，法律の立案等に
携わる者の責務である」とし，請求代表者の資格を制限することに慎重であるべきこと
を示唆しているようにみえる。
〔5〕 堀籠幸男・古田佑紀・竹内行夫反対意見
堀籠・古田・竹内補足意見（以下， 「堀籠ほか補足意見」）は，解職請求手続と解職投
票手続を 「解職制度の一部をなす一連のもの」としてとらえ，解職請求代表者は，解職
の実現のために解職の請求から投票運動まで 屯連の活動を主導し，投票の手続に関与す
る主体として位置づけられていることから，これを「解職制度を構成する重要な主体」
ととらえる。
堀籠ほか補足意見によれば，「地自法85条 1項は，解職投票につき選挙と同様に公正
を確保する観点から投票の仕組みを原則として選挙と同様のものとすることとしたもの
である」。請求手続と投票手続は「一連の不可分のもの」であり， 「解職請求代表者は，
両者を通じて投票による解職を実現しよう とする者として解職投票の仕組みを構成する
主体」であるがゆえに，その資格は投票に関するものであり，公選法89条 1項の準用が
あるのは明らかであるとされる。
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〔6〕 竹内行夫追加反対意見
竹内追加反対意見は， 2 〔5〕の反対意見に加えて，多数意見が，規定の文言や法形式
を重視するあまり，地自法85条 1項の立法趣旨や1954年5月28日最高裁判決 （以下，
「1954年最高裁判決」） 以来の判例・実務により定着してぎた 「合理的解釈」に充分考
慮を払っていない点を批判する。
竹内反対意見は，公務員が解職請求代表者になることが公務員の中立義務違反になり，
また署名の収集に影響を及ぼすとの理由から，地自法85条 1項ほか本件各規定により解
職請求代表者資格が公務員に認められないと解する。多数意見は，公務員の中立義務や
解職請求の手続の適正について触れていないが，「公務員の中立義務，なかんずく政治
的中立性は，憲法が求める極めて重要な原則」であり，これを受けて 「公務員に関する
法令上，公務員は，解職請求の投票手続の段階のみならず請求手続の段階においても署
名運動を主宰したり投票の勧誘運動をしたりすることができないこととされている」と
し，地自法85条 1項もそのような趣旨に解されるとするのである。解職請求代表者の資
格制限が国民の公務貝罷免権を制約するという側面を有することは，竹内追加反対意見
も認めるが，同意見によれば，それは 「一般の国民の参政権に対する制限ではなく，飽
くまでも上記のように中立であるべき公務員に対する制限にすぎない」。 しかも公務員
は， 自ら署名や投票を行えることはもちろん，解職請求にかかる署名収集受任者となり
署名収集活動を行うこともできることから，「この程度の制限は，住民の自由な意思の
形成に基づく直接請求制度の適正の確保のために，地自法85条1項が当然予定するとこ
ろであると解される」として， とくに藤田補足意見と真っ向から対立する見解を示して
しヽる。
3 評釈
〔1〕 問題の所在
本件の争点を素朴に表現すれば，公務員に地方議会議員の解職請求代表者の資格を認
めないことが法的に許されるか？ということになろう 。これが本件の争点であることは
明確である。しかし，問題の所在は，必ずしも一見明白とはいえない。
地自法85条 1項は 「解職の投票にこれを準用する」と規定し，地自令113条は「解職
の投票について準用する」と規定しているから，選挙関係規定が解職請求手続ではなく
解職投票手続に準用されるべきことは法令の文言上疑問の余地がないようにもみえる。
唯一問題となるのは，地自令115条 1項において公選法89条 1項の「公職の候補者」が
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「普通地方公共団体の議会の議員の解職請求代表者」と読み替えられている点であるが，
地自法85条 1項の明文に照らせば，この読替えの射程を解職投票段階に絞ることも解釈
としてはありえないことではないであろう。このように考えると，本件の問題の所在は，
処分行政庁の地自令解釈の誤りに求められることになる。
これに対して，地自令115条を「素直に解釈」するならば，「それが請求手続の当初か
ら適用される規定であることは，文理上も，事柄の性質上も，当然の前提とされている
ものといわざるを得ない」。実質的にみると，解職請求代表者の地位の重要性は，投票
手続段階よりも請求手続段階の方が格段に大きく，公務の中立性確保という趣旨からす
ると，解職請求代表者の資格制限の必要性も請求手続段階の方が大きい。以上のように
考えると，「本件各規定の解釈としては，これに基づく資格制限は請求手続の当初から
及ぶと解さざるを得ない」。この点に関して，最高裁は，多数意見も反対意見も一致し
ているとみられる叫 すなわち，最高裁は，本件の問題の所在を地自令の解釈適用の誤
りではなく，「本件各規定」そのものに求めているのである。
〔2〕 判断枠組
多数意見は，みられるように (2〔1〕），地自法85条 l項の委任の範囲を限定的に解
釈し，資格制限を請求手続段階にまで及ぼすものと解さざるをえない地自令の 「本件各
規定」がその委任の範囲を超えるかぎりで違法と判断している。しかし，「本件各規定」
の解釈の実質的根拠 (3〔1〕）が判断の前提にあるとすれば，地自法85条 1項の「解職
の投票」も同様に拡張的に解釈しなければ首尾一貫しない。ところが，この点について，
多数意見は沈黙している。これに対して，反対意見は，首尾一貫して， 「解職の投票」
が解職請求段階まで含むものと解している。それゆえ，反対意見によれば，地自令の関
連規定には，委任の範囲を超える違法性はないということになる。
〔3〕 公務員の「公務員罷免権」の意義
多数意見は，涌井補足意見 (2〔3〕）の言莱を借りれば，本件を「純粋な法理の問
題」として処理した。しかし，多数意見は．以上にみたような首尾一貰しない点を含み，
純粋に法理的な問題処理としては不十分な点があるといわざるをえない。
藤田補足意見 (2〔2〕）は，この点を補うことになっているといえよう 。法の解釈を
もっぱら 「純粋な法理の問題」としてすませることができる場合は少ないであろう 。法
4) 以上，参照，清野正彦 「東洋町議リコール署名最高裁大法廷判決の解説と全文」
ジュリスト1396号55頁。
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の解釈は，否応なく 1つの価値判断となる。解釈の妥当性は，価値判断の妥当性であり．
価値判断を導く利益較量の妥当性にかかる。藤田補足意見は，このような自覚の下に地
自法85条 1項の委任の範囲をめぐる本件の争点で問題となる対立利益を明るみに出し，
制限される権利の重要性がそれに対立する利益の重要性にまさるという判断をはっきり
と示している。宮川・櫻井補足意見 (2〔4〕）も藤出補足意見ほど明確ではないが，同
様の判断を示している。
堀籠ほか反対意見 (2〔5〕）には，藤田補足意見や宮川・櫻井補足意見が示すような
利益衡量がみられない。それに対して，竹内追加反対意見 (2〔6〕）は，この点に言及
するものである。藤田補足意見が，制限される権利を「国民の参政権の行使に関わる，
その性質上重要なもの」といい．それを宮川・櫻井補足意見が「憲法15条 1項の『公務
員の罷免権』を具現したもの」というのを受けて，竹内追加反対意見は，公務員の政治
的中立性を「憲法が求める極めて重要な原則」として，対立する両利益を同じ憲法上保
護された利益としてとらえたうえで，制限される権利が公務員の権利であることを強調
している。
しかし，談員解職請求権は，いわば選挙権と表裏をなす権利であるから， •その意義は
選挙権と同列に論じるべきであろう 。選挙権が議会制民主主義の根幹をなす重要な権利
であり，その制限は，「制限をすることなしには選挙の公正を確保しつつ選挙権の行使
を認めることが事実上不能ないし著しく困難であると認められる場合」5)に限られると
するなら，議員解職請求権についても同断であろう 。公務貝の権利を制限する場合とい
えども，制限される権利の重要性は無視できないであろう。反対意見はいずれも，公務
員が解職請求代表者になると，その地位を利用した不正行為が行われるおそれがあると
断定するが，そこに論理必然性はなく，実証性にも乏しい。解職請求手続の公正を確保
しつつ公務員に解職請求代表者の資格を認めることが事実上不可能ないし著しく困難で
あるといえるほどに，公務貝の解職請求代表者資格を否定する強い必然性はないであろ
う。藤田補足意見はこの点を指摘して注目される。公務員罷免権の意義や公務員の人権
という問題について，藤出補足意見も宮川・櫻井補足意見も，本件で問題となった点を
結論的には立法府の判断に委ねるべきであるとしているため，必ずしも充分に論じてい
るわけではないが，制限される権利の重要性に配慮した論旨は首肯すべきものであろ
~6) 
5) 最大判 2005(平17)・9・14(民集59巻7号2087頁）。
6) なお，宮川・ 櫻井補足意見は，解職請求を条例の制定・改廃請求と並べて「間／
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〔4〕 本判決の意義
本件で問題となった地自令の各規定の地自法85条1項適合性に関しては， 1954年以来
の判例”と行政実務の蓄積があり，それは本件一審判決と本判決の反対意見によって
も支持されている。従来の判例・実務に対しては，学説上強い批判があった8)。本判決
は，学説の批判を受け容れて， 1954年以来の判例を55年ぶりに変更したものとして注目
される。
また，本判決によって，公務員が地方議会議員等の解職請求代表者になることが可能
になったことは，公務員罷免権という重要な憲法上の権利の保障が現実に回復されたこ
ととして積極的に評価される。本判決が実務上きわめて重要な意義を有するものといえ
ることはたしかであろう 。
政令等の定めが法律の委任の範囲を超えるものとして無効とされた最高裁判例として
は，① 最大判 1971(昭46)・1・20(民集25巻 1号1頁），② 最三小判 1991(平3). 
7・9 (民集45巻6号1049頁），③ 最ー小判 2002(平14)・1・31(民集56巻 1号246頁），
④ 最二小判 2006(平18)・1・13(民集60巻 1号1頁）がある。本件は，この種の判決
として 5件目にあたり，法令違憲判決よりも珍しい判決として注目されよう 。
ただし，本判決（多数意見）は，いくつかの問題点も残している。第 1に，すでに指
摘したように，純粋に法理的な問題処理としては不十分な点があり， しかも解職請求代
表者の資格制限を立法事実をふまえて実質的に検討していないという問題点がある。第
2に，問題の所在を地自令の規定に求めているにもかかわらず，多数意見は，地自令の
どの条文のどの部分が違法であるのかを明示することなく，「本件各規定」が 「地自法
85条 1項に甚づく政令の定めとして許される範囲を超えたものであって，その資格制限
が請求手続にまで及ぼされる限りで無効と解するのが相当である」と述べるにとどまっ
ている。これは，いわば地自令の意味上の部分違法の判断をしたものということができ
る。しかし，そうすると，地自令の関連規定の文言からして (3〔1〕），実務上の変更
は，地自令の改正によることなく，地自令の解釈の変更で対応可能ではないかと思われ
る。そのため，そもそも問題の所在を地自令の解釈適用に求めるのではなく ，地自令の
＼接民主制の欠陥を直接民主制の原理により補完するという直接参政制度」と位置づ
けている。いささか不明瞭な点もあるが，これが解職請求を直接民主制とみている
のだとすれば，不適切である。もしそのように捉えるならば，選挙も直接民主制と
捉えなければならないことになるからである。
7) 参照，最 2小判 1954(昭29)・5・28(民集8巻5号1014頁）。
8) 従来の判例・実務および学説の状況については，参照，清野・前掲論文55-56頁。
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規定そのものに求めた意味は何であったのかが曖昧になってしまった嫌いがある。
最高裁が，本件の問題を地自令の解釈運用レベルの問題とせず，地自令の規定そのも
のの問題としたのは，地自法85条 1項，地自令108条・ 109条・ 113条・ 115条が1954年以
来の判例・行政実務の上で解職請求手続にまで選挙関係規定を準用するものとして解釈
されてきた経緯をふまえ，条文がいわば「変遷」したものとみなし，たとえその意味を
いわば原義に戻すだけのことにしても，単に解釈を変更するだけでそれを達成すること
は困難であると考えたからなのかもしれない。近年の最高裁の注目すべき動向のなかに
位置づけうる本判決の背後には，そのような積極的姿勢があるようにもみえる。
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